
１．全国協議会の役割１．全国協議会の役割１．全国協議会の役割１．全国協議会の役割

２．「地上波テレビのデジタル完全移行２．「地上波テレビのデジタル完全移行２．「地上波テレビのデジタル完全移行２．「地上波テレビのデジタル完全移行
＝アナログ終了」のための基本姿勢＝アナログ終了」のための基本姿勢＝アナログ終了」のための基本姿勢＝アナログ終了」のための基本姿勢

３．全国協「２０１１会議」の検討作業３．全国協「２０１１会議」の検討作業３．全国協「２０１１会議」の検討作業３．全国協「２０１１会議」の検討作業についてについてについてについて

４．ナショナル・プロジェクトとしての「デジタル完全移行」４．ナショナル・プロジェクトとしての「デジタル完全移行」４．ナショナル・プロジェクトとしての「デジタル完全移行」４．ナショナル・プロジェクトとしての「デジタル完全移行」
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「「「「全国地上デジタル放送全国地上デジタル放送全国地上デジタル放送全国地上デジタル放送
推進協議会推進協議会推進協議会推進協議会」」」」
（全国協）（全国協）（全国協）（全国協）

各地域協議会各地域協議会各地域協議会各地域協議会

実態把握実態把握実態把握実態把握
課題集約課題集約課題集約課題集約
方向付け方向付け方向付け方向付け

民放民放民放民放

ＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫ

総務省総務省総務省総務省 （兼 事務局）

民放・ＮＨＫ・各地総通局民放・ＮＨＫ・各地総通局民放・ＮＨＫ・各地総通局民放・ＮＨＫ・各地総通局

地上デジタル推進全国会議

行動計画行動計画行動計画行動計画＜公表＞＜公表＞＜公表＞＜公表＞

情報通信審議会情報通信審議会情報通信審議会情報通信審議会

普及普及普及普及促進促進促進促進関連関連関連関連 ＤｐａＤｐａＤｐａＤｐａ
（デジタル放送推進協会）（デジタル放送推進協会）（デジタル放送推進協会）（デジタル放送推進協会）

関係省庁連絡会議関係省庁連絡会議関係省庁連絡会議関係省庁連絡会議

政政政政 府府府府



全国協議会全国協議会全国協議会全国協議会

技術部会技術部会技術部会技術部会 対策部会対策部会対策部会対策部会 総合推進部会総合推進部会総合推進部会総合推進部会

Ｚ逆算ＷＧＺ逆算ＷＧＺ逆算ＷＧＺ逆算ＷＧ

２０１１会議２０１１会議２０１１会議２０１１会議

部会連絡会部会連絡会部会連絡会部会連絡会

事務局＝総務省

アナログ終了の課題アナログ終了の課題アナログ終了の課題アナログ終了の課題



２．全関係者の取り組みが必要２．全関係者の取り組みが必要２．全関係者の取り組みが必要２．全関係者の取り組みが必要
放送事業者としてやるべきこと＝送信システムの構築／「移行」の周知＝対視聴者対視聴者対視聴者対視聴者
放送事業者だけでは出来ないこと＝受信環境の整備＝対消費者・住民対消費者・住民対消費者・住民対消費者・住民・国民・国民・国民・国民
⇒「民（製造・流通等関係者・関係業界）」＆「官（政府・地方公共団体）」

民放連・ＮＨＫ資料参照

１．最大普及メディア（基本情報インフラ）の方式変換＝国民生活に関わる課題１．最大普及メディア（基本情報インフラ）の方式変換＝国民生活に関わる課題１．最大普及メディア（基本情報インフラ）の方式変換＝国民生活に関わる課題１．最大普及メディア（基本情報インフラ）の方式変換＝国民生活に関わる課題
市民・生活者として必要な基本情報（全国情報・地域情報）
同時性・同報性・共有性
最も簡便な情報入手（操作性・コスト負担）
⇒２０１１年段階で他のメディアでは代替出来ない

アナログ視聴世帯の
約９９％カバー可能（全国平均）

３．「民」では出来ないこと３．「民」では出来ないこと３．「民」では出来ないこと３．「民」では出来ないこと
市場原理で実現しない課題（消費者の選択と時限性）への対応
公共施設（病院・学校・公的福祉施設・自治体関係施設、等）対応
防災・治安・運輸等に関連する対応
経済的弱者等に対する情報格差是正対応
紛争処理のあり方
その他
⇒政府として対処

１親局あたりの中継局数
日：米＝３０：１

アナログ中継局数
１５，０００局

アナログ受信機普及
５，０００万世帯
１億台＋車載、他

デジタル受信機普及率
２７．８％（０７年３月）

２０１１．７．２４．アナログ終了２０１１．７．２４．アナログ終了２０１１．７．２４．アナログ終了２０１１．７．２４．アナログ終了



１．アナログ放送終了の基本的考え方の提示１．アナログ放送終了の基本的考え方の提示１．アナログ放送終了の基本的考え方の提示１．アナログ放送終了の基本的考え方の提示

２．視聴実態の把握２．視聴実態の把握２．視聴実態の把握２．視聴実態の把握

３．「新たな難視」地域への対応３．「新たな難視」地域への対応３．「新たな難視」地域への対応３．「新たな難視」地域への対応

４．デジタル混信の推計と対策４．デジタル混信の推計と対策４．デジタル混信の推計と対策４．デジタル混信の推計と対策

５．デジタル視聴促進に向けた番組対応５．デジタル視聴促進に向けた番組対応５．デジタル視聴促進に向けた番組対応５．デジタル視聴促進に向けた番組対応

６．終了告知スーパーの運用６．終了告知スーパーの運用６．終了告知スーパーの運用６．終了告知スーパーの運用

７．アナログ放送終了の具体的計画案の策定７．アナログ放送終了の具体的計画案の策定７．アナログ放送終了の具体的計画案の策定７．アナログ放送終了の具体的計画案の策定

（前提：地上放送ネットワークの整備）（前提：地上放送ネットワークの整備）（前提：地上放送ネットワークの整備）（前提：地上放送ネットワークの整備）



１２．デジタル受信機普及に向けたＰＲ計画１２．デジタル受信機普及に向けたＰＲ計画１２．デジタル受信機普及に向けたＰＲ計画１２．デジタル受信機普及に向けたＰＲ計画
（製造・流通・広告関係業界）（製造・流通・広告関係業界）（製造・流通・広告関係業界）（製造・流通・広告関係業界）

１１．簡易チューナーの市場投入（製造・流通業界）１１．簡易チューナーの市場投入（製造・流通業界）１１．簡易チューナーの市場投入（製造・流通業界）１１．簡易チューナーの市場投入（製造・流通業界）

８．工事集中回避の方策（施行事業者）８．工事集中回避の方策（施行事業者）８．工事集中回避の方策（施行事業者）８．工事集中回避の方策（施行事業者）

９．ケーブル・共同受信施設の対応促進９．ケーブル・共同受信施設の対応促進９．ケーブル・共同受信施設の対応促進９．ケーブル・共同受信施設の対応促進
／辺地及び都市部（施行事業者・施設管理者）／辺地及び都市部（施行事業者・施設管理者）／辺地及び都市部（施行事業者・施設管理者）／辺地及び都市部（施行事業者・施設管理者）

１０．デジタル受信機普及の目標設定と推計（製造・流通・自動車等関係業界）１０．デジタル受信機普及の目標設定と推計（製造・流通・自動車等関係業界）１０．デジタル受信機普及の目標設定と推計（製造・流通・自動車等関係業界）１０．デジタル受信機普及の目標設定と推計（製造・流通・自動車等関係業界）

１３．受信者・消費者相談体制の確立（製造・流通事業者・地元メディア）１３．受信者・消費者相談体制の確立（製造・流通事業者・地元メディア）１３．受信者・消費者相談体制の確立（製造・流通事業者・地元メディア）１３．受信者・消費者相談体制の確立（製造・流通事業者・地元メディア）



１１１１９９９９．アナログ停波の実証実験（自治体・住民への協力要請）．アナログ停波の実証実験（自治体・住民への協力要請）．アナログ停波の実証実験（自治体・住民への協力要請）．アナログ停波の実証実験（自治体・住民への協力要請）

２２２２１１１１．完全移行体制の確立（政府レベル）．完全移行体制の確立（政府レベル）．完全移行体制の確立（政府レベル）．完全移行体制の確立（政府レベル）

２０２０２０２０．アナログ放送終了計画の公表（政府レベル）．アナログ放送終了計画の公表（政府レベル）．アナログ放送終了計画の公表（政府レベル）．アナログ放送終了計画の公表（政府レベル）

２２２２２２２２．紛争処理機関のあり方．紛争処理機関のあり方．紛争処理機関のあり方．紛争処理機関のあり方

１４．公的施設（学校・病院・福祉施設）等の対応促進１４．公的施設（学校・病院・福祉施設）等の対応促進１４．公的施設（学校・病院・福祉施設）等の対応促進１４．公的施設（学校・病院・福祉施設）等の対応促進

１１１１６６６６．弱者救済の考え方．弱者救済の考え方．弱者救済の考え方．弱者救済の考え方
（経済的弱者等への受信機普及（経済的弱者等への受信機普及（経済的弱者等への受信機普及（経済的弱者等への受信機普及／セイフティーネツト・受信機器配布等の救済基準）／セイフティーネツト・受信機器配布等の救済基準）／セイフティーネツト・受信機器配布等の救済基準）／セイフティーネツト・受信機器配布等の救済基準）

１１１１８８８８．悪質商法対策．悪質商法対策．悪質商法対策．悪質商法対策

１１１１７７７７．廃棄・リサイクル対策．廃棄・リサイクル対策．廃棄・リサイクル対策．廃棄・リサイクル対策

１５．各省庁が管理する光ファイバー等情報インフラの補完的利用１５．各省庁が管理する光ファイバー等情報インフラの補完的利用１５．各省庁が管理する光ファイバー等情報インフラの補完的利用１５．各省庁が管理する光ファイバー等情報インフラの補完的利用



１．関係業界への協力要請及び指導１．関係業界への協力要請及び指導１．関係業界への協力要請及び指導１．関係業界への協力要請及び指導
２．１のために必要な情報提供２．１のために必要な情報提供２．１のために必要な情報提供２．１のために必要な情報提供
３．救済基準等公的対応基準の策定（前例の調査）３．救済基準等公的対応基準の策定（前例の調査）３．救済基準等公的対応基準の策定（前例の調査）３．救済基準等公的対応基準の策定（前例の調査）
４．最終的な移行方策としての公的措置あり方の検討４．最終的な移行方策としての公的措置あり方の検討４．最終的な移行方策としての公的措置あり方の検討４．最終的な移行方策としての公的措置あり方の検討

全国協議会の全国協議会の全国協議会の全国協議会の
情報開示情報開示情報開示情報開示

混乱の回避とともに混乱の回避とともに混乱の回避とともに混乱の回避とともに
混乱を想定した対応が必要混乱を想定した対応が必要混乱を想定した対応が必要混乱を想定した対応が必要

広く関係者からの広く関係者からの広く関係者からの広く関係者からの
情報提供が必要情報提供が必要情報提供が必要情報提供が必要

「デジタル完全移行」「デジタル完全移行」「デジタル完全移行」「デジタル完全移行」




